
 

 

 

 

 

 

 

  

株式会社アバントグループ  

2026 年 6 月期決算説明会 

 

2026 年 8 月 5 日 

 



 
 

 

 

 

 
1 

 

イベント概要 

 

[企業名]  株式会社アバントグループ  

 

[企業 ID]  3836 

 

[イベント言語] JPN 

 

[イベント種類] 決算説明会  

 

[イベント名]  2026 年 6 月期決算説明会  

 

[決算期]  2026 年度 通期  
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[ページ数]  23 

  

[時間]   16:00 – 16:46 

（合計：46 分、登壇：35 分、質疑応答：11 分） 

 

[開催場所]  インターネット配信 

 

[会場面積]   

 

[出席人数]   

 

[登壇者]  3 名 

代表取締役社長 グループ CEO  森川 徹治（以下、森川） 

取締役 グループ CFO    春日 尚義（以下、春日） 

執行役員 IR 室長     熊谷 峻平（以下、熊谷） 
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[アナリスト名]* いちよし経済研究所    磯崎 輝雄 

 

*質疑応答の中で発言をしたアナリスト、または質問が代読されたアナリストの中で、

SCRIPTS Asia が特定出来たものに限る 
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登壇 

 

熊谷：皆様、こんにちは。本日はお忙しい中、株式会社アバントグループの 2026 年 6 月期決算説

明会にご参加いただき、ありがとうございます。本日進行を務めます、IR 室長の熊谷と申しま

す。よろしくお願いします。 

本日の説明会で使用する資料は、15 時半に弊社ホームページに掲載しております。よろしけれ

ば、お手元にご用意ください。本日の登壇者は、代表取締役社長 グループ CEO の森川徹治と、取

締役 グループ CFO の春日尚義です。 

初めに財務報告、続いて中期経営計画 BE GLOBAL 2028 の現在地とアバントの再構築について、

約 30 分ご説明した後、皆様からのご質問をお受けします。説明会全体は約 1 時間を予定しており

ます。 

それでは、取締役 グループ CFO の春日から説明させていただきます。 

 

春日：グループ CFO の春日でございます。よろしくお願いいたします。 

私からは財務報告をいたします。まず、2026 年 6 月期の決算ハイライトでございます。 
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数字を一つ一つ読み上げることはいたしませんが、全体感から申し上げますと、売上高は対前年比

で増収、微増益でございます。営業利益は、かろうじて増益を確保したところで、売上高と営業利

益については過去最高水準に達しております。 

一方、純利益は前年同期比 13.1%のマイナスとなっております。資料にも記載しておりますが、前

年度の 2025 年 6 月期には、保有していた他社の株式を売却し、3 億円強の売却益がございまし

た。それとあわせて、今回は自己株式を取得し、これに伴う支払手数料が発生いたしました。こち

らの両方を含めたものが主要因となり、純利益は 30 億円を切る数字となりました。 

営業利益率は、特殊要因もありますが、収益性が下がったことで対前年比 0.9 ポイントのマイナス

となりました。また、自社株買いをしたものの、先ほど申し上げた要因によって、最終的に純利益

が想定以上に減少したため、ROE は 20%を少し切る水準になっております。 

戦略マテリアリティの実現について申し上げます。お客様の企業価値向上に役立つソフトウエア会

社になることを戦略マテリアリティとしており、その達成に向けた進捗を測るため、二つの戦略指

標を置いております。一つは、付加価値の創造や生産性を測る尺度としての 1 人当たり営業利益、

もう一つは、私ども独自の指標であるソフトウエア粗利益です。この二つの戦略指標に対して、1

人当たり営業利益は昨年度よりもマイナスとなりましたが、ソフトウエア粗利益は昨年度比 4.7%

の増加となっております。 

最後に株主還元について記載しておりますが、後ほど触れますので、ここでは割愛いたします。 
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続いて、決算の概要です。先ほどは実績を前年同期比でご説明しましたが、期首に出した業績予想

との比較では、売上高、営業利益、純利益のいずれも未達成という結果になっております。 

ただし、経営管理ソリューション事業で一過性の費用として受注損失引当金が発生いたしました。

これを通常の営業利益に足し戻した調整後営業利益という指標で見ると、実際の落ち込みはそこま

で大きくなく、下振れ幅は 3.2%に抑えられております。 

 

続いて、グループのコスト構造です。人材採用、開発、マーケティングなど、将来の成長に向けた

ものを中心に先行投資を増加させております。一方、製品開発プロセスの内製化も行っており、ま

た売上減少に伴い、プロパー社員を育成しながら外注費用を落としてまいりました。対前期比では

収益性は落ちていますが、悪化を一定程度に抑えております。 
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事業別の説明をする前に、事業セグメントの変更について一言触れておきたいと思います。2026

年 6 月期は、あらためて事業セグメントを見直し、マネジメント・アプローチの考えに基づいて、

主要事業一つにつき 1 社という区分けにいたしました。 

それによって、連結決算開示事業は、これまでは二つの会社が入っていましたが、ディーバ社 1 社

としました。同様に、DX 推進事業と経営管理ソリューション事業は、それぞれジール社とアバン

ト社が担っています。事業と呼んでいますが、基本的には 1 社がそれぞれを担っているとお考えく

ださい。 

ほかにも 100%子会社があり、海外の会社も含まれますが、まだ重要な事業規模に達していないこ

とと、ほとんどが立ち上げたばかりの会社であることから、その他のセグメントに入れておりま

す。 
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続いて、事業セグメント別の実績です。 

まず、連結決算開示事業のディーバ社です。アウトソーシングビジネスとプロダクト事業を行って

おります。DivaSystem LCA がメインのシステムですが、アウトソーシング事業は引き続き堅調に

推移しました。また、一部の保守サービスをアバント社からディーバ社へ移管したため、その分も

含めて実際には 16.2%成長しているとご理解ください。 

収益性も、その分上がってきております。その背景には、ディーバ社のシステムでクラウド版が浸

透していることがあります。既存のお客様がクラウド版の利用に切り替えているほか、新規のお客

様にも基本的にはクラウド版だけを販売しております。この移行に伴い、売上が一時的に少し落ち

る傾向があります。ただ、これは SaaS への切り替えでよく起こる現象で、現在はトランジション

の段階で起こっていますが、その分、収益性は上がっております。ご覧のとおり、利益額にも大き

な増加が見られます。 

ジール社は、データを活用したデータドリブン経営への需要が引き続き旺盛です。ただ、上半期ま

ではその需要をうまく取り込んできましたが、下半期は少し減速気味で、加えて一部の案件でキャ

ンセル等が発生したため、売上は想定したほど伸びていない状況です。 

コスト面では、本社オフィスを移転いたしました。人数の増加に伴ってキャパシティを超えてしま

ったため、少なくとも目先 1 年半から 2 年程度は収容できるオフィスを構えましたので、その分の

コスト増が発生いたしました。 
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また、人の採用が先行するため人件費は増えましたが、売上は会社の当初想定ほど伸びず、収益性

が少し落ちるような現象が起こっております。以上がジール社の状況です。 

アバント社は、ソフトウエアビジネスの売上が増加していますが、先ほどご説明のとおり、一部の

保守サービスをディーバ社へ移管した影響により、ほとんど伸びていないように見えます。この移

管の影響を加味すると、実際には 5%程度伸びている状況です。 

一方、先ほど冒頭に申し上げたとおり、一過性の費用として受注損失が発生し、この分の利益の悪

化がございます。加えて、移管に伴う利益の減少と、自社製品の開発を同時並行で行っていること

によるコスト要因が重なり、利益額と収益性がともに下がっております。アバントが現在、そうい

う意味では最も問題を抱えているところであり、後ほどグループ CEO から、どのような策を打っ

ているのかをご説明します。 

 

続いて、中期経営計画、BE GLOBAL 2028 の中間振り返りです。 

中期経営計画は 2024 年から 2028 年までの 5 年間で、今期が終わり、ちょうど折り返して後半戦

に入ったところです。この時点で現在の進捗状況をあらためて認識するため、こちらをご用意して

おります。 

中期計画では、スタート時点から売上高を 2 倍、利益を 3 倍にするという目標値を置いておりま

す。実際に 3 年が過ぎた段階では、事業上の重要指標である売上高、営業利益、純利益のいずれも

1.4 倍程度の成長となっております。ROE、DOE、配当のうち、配当は私どもでかなりコントロー
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ルできるものですが、ROE と DOE も財務上の重要指標としており、目標水準を現在のところ確保

しております。先ほど戦略指標と申し上げた、1 人当たり営業利益とソフトウエア粗利益の二つ指

標については、残念ながら現在目標としている水準よりもかなり遅れております。 

 

この原因を探るため、次は事業セグメント別の、中計の中間振り返りになります。 

これは一目瞭然ですが、連結決算開示事業のディーバ社については、特に利益の水準に注目してい

ただきたいと思います。3 年間の年平均成長率は 22%以上で、23%に近い数字です。25%を一つの

目安としていますので、目標達成に向けて順調に進捗していると言えるのではないかと思います。 

DX 推進事業のジール社も、売上は先ほど申し上げたように少し鈍化してきているものの、3 年間

で見ると、売上は 15%程度、営業利益も 16%程度成長しております。後半では、少し減速してい

る状況をいかに再び上向きへ変えていくかが、ジール社の課題です。 

経営管理ソリューション事業については、明らかにギャップが最も大きく、目標値に対してかなり

のギャップを抱えております。売上高の年平均成長率は 7.1%、営業利益は調整後を加えても 1.1%

で、ほとんど伸びておりません。事業会社のアバント社が現在問題を抱えていることは、この数字

からも分かります。また、それに対して策を打たなければならないことは、私どももすでに認識し

ております。 
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次は、財務状況です。自己株式を取得して消却しており、3 月と 6 月に取得した 32 億円弱を全額

消却したため、その分、純資産が減っております。総資産も減っていますが、純資産がそれ以上に

減っているため、自己資本比率は 60.3%となっております。この水準は、財務の安定性を何か毀損

するものではないと思っております。 

 

次は、キャッシュ・フローの状況です。 
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営業キャッシュ・フローは、昨年度の 2025 年 6 月期と比べると、利益が少し下がったことも有

り、水準が少し落ちております。ただし、営業キャッシュ・フローには若干の季節性があり、私ど

もの第 1 四半期に当たる 7 月から 9 月の段階では、通常マイナスになります。その後、累積ベー

スで第 2 四半期で通常プラスへ転じ、第 3 四半期、第四半期と営業キャッシュ・フローが積み上が

っていくパターンをたどります。 

今回も同じように、1Q はマイナスであるものの、2Q、3Q、4Q と累積ベースで通年ではプラスと

なり、4Q で営業キャッシュ・フローが大きくプラスへ転じました。そのため、パターン上、何か

異変が起きているとは感じておりません。 

投資キャッシュ・フローは、関係会社株式の取得として、インドの持分法適用会社となりました会

社に投資いたしました。また、いくつか長期貸付がありますが、米国のベンチャー会社に対して、

米国の現地法人からいったん貸し付けるかたちで投資しており、こちらも含まれております。 

有形固定資産の取得は、先ほども触れた人員増強に伴う子会社・事業会社のオフィス拡張と、本社

オフィスの移転を反映した金額です。 

財務キャッシュ・フローは、自己株式の取得と、2025 年 6 月期の配当金の支払額です。 

 

続いて、2027 年 6 月期の通期業績予想です。通期業績予想は、今期も昨年度と同様に、まずは事

業会社が作った事業計画と年度計画にもとづいて、持株会社が上振れ余地と下振れ余地の両方を判
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断して調整しております。あわせて持株会社単体のコストも考慮し、最終的にこの数字を出してお

ります。 

ご覧のとおり、2026 年 6 月期の実績と予想値はあまり変わっておりません。ある意味、1 年遅れ

で、2026 年 6 月期に目指した業績を着実に達成していこうという計画になっています。 

問題を抱えているアバント社については、すでに対策に着手しておりますが、多少時間がかかると

考えており、まずは着実に達成できるところに予想値を置いております。ただし、増収増益は維持

し、過去最高水準に達するという目標は変えておりません。 

 

続いて、配当です。私どもは、中計期間中に DOE8%以上を達成することを目標としております。 

2026 年 6 月期の 1 株当たり 32 円の配当は、株主総会で提案し、決議することが前提ですが、達

成できれば DOE は 7.5%となり、8%がかなり見えてくる水準になります。2027 年 6 月期は、1 株

当たり 34 円の配当を予想しております。これまで DOE を上げるために、かなり意欲的に配当金

額を上げてきましたが、今回は 2 円の増配を予定しております。 

次のキャピタルアロケーションでも申し上げますが、M&A も当然視野に入れております。その

際、自己資金もある程度蓄えておかなければならないため、増配をしながら、また DOE の達成を

目指しながら、自己資金も少し厚くしていこうと考えております。 

もう一つは株主還元として、自己株式の取得も行っております。2026 年 6 月期の総還元額は 43.5

億円となり、総還元性向は 148%程度を達成しています。株主還元は必ずしも配当のみではなく、
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今後、自己株式を取得するかどうかは決まっておりませんが、一度実施したことも踏まえて、今回

の配当予想を立てております。 

 

続いて、キャピタルアロケーションのアップデートです。 

まず、一番左の調達面では、当初の想定よりも営業キャッシュ・フローが増えております。これは

利益の金額に加え、バランスシート上の結果としてキャッシュ・フローが増えている状況です。期

初余剰資金を入れると、全額で 285 億円程度の資金が動かせると考えております。 

これに対してアロケーションの状況ですが、中計策定当初の段階では、真ん中のスタックバーのよ

うに、投資に 200 億円、配当に 50 億円、運転資金に 35 億円となっていました。 

現在の構成では、すでに株主還元として自社株を購入いたしまして、実際には 43 億円を使用して

おります。配当も今後 50 億円を上限に考えているため、株主還元には最大 90 億円をアロケーシ

ョンしようと考えています。売上が増えてきているため、その分の運転資金も追加で発生すると見

て予備を置き、残りを投資資金へ振り分けていく考えです。 

投資資金 160 億円の内訳については、これまで優先順位を変えてきています。当初は少額投資に

50 億円、その後に M&A などと考えていましたが、現在最も重要視しているのは、人的資本投資

を含む内部投資です。ここに最も資金を投入しなければならないと考えております。次に投資とし

て M&A、事業または企業の買収を考えております。昨年 7 月に新しい部署を立ち上げ、専門部隊

として活動しております。 
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3 番目はスタートアップ投資です。これはもう少し長いスパンで見て、特に米国を中心に新しい技

術や産業が起こってくるため、自分たちに関係する業界で何が起こっているかに注意を払いながら

投資し、情報をつかんでいこうと考えております。優先順位としては、最も低い部類になります。 

以上が財務報告となります。私からは以上です。 

森川：続いて、当社の中期経営計画、BE GLOBAL 2028 の現在地について、私、森川からお話し

します。 

この中計は、当社グループがお客様に継続的に役立った結果として、どの程度のパフォーマンスを

出したいのか、そのガイドラインとして定めております。これは当然、持続的な成長の中の通過点

という位置づけですが、現在、この通過点に対して、当初想定した時期と比べてかなり遅延してい

る項目がいくつか出ているのが現状でございます。 

財務的なファンダメンタルでは、売上高 2 倍、利益 3 倍を目指していますが、現在の傾向では、そ

れぞれ 1.4 倍、1.4 倍程度の水準で推移しております。中でも、戦略上、最も重要な経営指標とし

て申し上げてきたソフトウエア粗利益の遅延が著しく、現在は 1.2 倍の水準です。 

当初は、ソフトウエアの中核部分を早期に立ち上げるため、M&A を含む外部調達を主なアクショ

ンとして進めておりました。しかし、外部調達に依存すると、原価の高騰や、買収を前提とした投

資に対するリスクの顕在化や減損などが発生しました。また、昨今の AI 需要なども総合的に鑑

み、あらためて中核となる知財の部分は自社開発を徹底する方針へ、昨年の夏に舵を切りました。

それに伴い、一部で減損的な損失を計上したのが昨年度となります。 

一方、当社が目指すビジネスモデルのベースは、ディーバ社で実現しているモデルです。ソフトウ

エアとリカーリング型のサービスを組み合わせ、特定のニッチで複雑な業務に対して、お客様に貢

献し続けるモデルを中心にしていく方針です。ただし、このモデルをアバントでまだ再現できてい

ないのが実態です。 

AI がソフトウエア事業へどのようなインパクトを与えるのかについては、さまざまな議論があり

ます。私どもも、BE GLOBAL 2028 が目指すその先もソフトウエアを中心としたモデルがどうな

のかという、かなり深い議論を行いました。基本的には、お客様の複雑な業務をしっかり掘り下

げ、テクノロジーを使いながら生産性と専門性を高めて貢献していく領域は、大きな影響を受けな

いと考えております。むしろ、AI 自体がプラスに寄与する可能性も高いのではないかと考えてお

ります。 
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もちろん楽観はしていませんが、大きな戦略は変更せず、これまでやり遂げられなかった部分につ

いて、あらためて自分たちで行う部分と、さまざまなところと協業する部分を整理しながら、再チ

ャレンジしていこうと考えています。そのため、現在は、問題はすでに特定し、アクションに集中

している状況でございます。 

 

ここでおさらいとなりますが、ディーバをベースにして活かしていく事業成長のイメージについ

て、あらためてご説明します。 

まず、連結会計システムの DivaSystem LCA は、すでに販売実績が 1,300 社以上あり、トップシ

ェアです。特に大規模企業に対して、大きなシェアを取っていることがベースにあります。この顧

客基盤からさまざまな実需が生まれており、連結決算だけでなく、連結経営にも役立つさまざまな

サービスが求められています。 
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ただし、ここは似て非なる領域です。連結会計の延長線上であわせて提供しようとしても、深掘り

し切れません。そういう観点から、連結経営に特化したアバントという会社をつくり、そこに貢献

するという役割分担で進めております。そのベースにあるニーズは、これまで培ってきた顧客基盤

において、お客様から期待されながら応えられなかった明確なニーズです。ここにフォーカスして

いることが特徴です。 

今の説明と重なる部分もございますが、ディーバでつくったビジネスモデルや、お客様との継続的

な関係性を活かしながら、漠然とした経営管理領域ではなく、グループ経営という領域に対してし

っかり応えていく方向で進めております。 
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ただし、経営管理はかなり伸びている市場ですが、その実需や受注を包括的に捉えてしまうと、さ

まざまな方向へ発散します。そのため、この発散現象をあらためて整理し、当社の強みと、お客様

が本当に応えてほしい領域を絞り込み、やり直すことで、需要を成長へ転換することに再チャレン

ジしております。 

そのため、今回、経営体制を変更し、森川自身が事業まで管掌する役割へ戻しました。 

ビジネスモデルに関しても、いきなりソフトウエアを売るという発想ではなく、お客様のご要望が

ある実需に対し、課題を解決するための最適な手段を提供するという発想へ大きく舵を切っていま

す。 

また、経営管理領域はかなり幅が広いため、全てを行わないわけではありませんが、やはりアバン

トグループがあえて取り組む領域はグループ経営です。ここに誰よりも役立つというエッジの立て

直しをするために、専門性の強化もあらためて図っていきます。 

人材面にも手を打ちながら、実需をビジネスへ転換し、お客様に応えながら事業成長を実現する方

向に進んでおります。 
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最後に、当社の特徴は成長することにあります。急成長ではありませんが、着実に成長を遂げ続け

ることに対しては、かなり強いこだわりがございます。うまくいくこともあれば、いかないことも

あります。ただ、それをしっかり学習しながら、次の成長へ着実につなげることを会社のカルチャ

ーとして埋め込み、今後も持続的な発展を目指していきたいと考えております。 

そのような背景で、現状の BE GLOBAL 2028 をご理解いただければと思います。 

私からは以上です。 

  



 
 

 

 

 

 
19 

 

質疑応答 

 

熊谷 [M]：それでは、これより質疑応答に入ります。 

最初のご質問です。磯崎様、よろしくお願いします。 

磯崎 [Q]：いちよし経済研究所の磯崎です。よろしくお願いします。まず始めに、不採算案件が発

生した背景と、すでに解決済みなのか、今期に影響しないのかについて、もう少し詳しく教えてい

ただけますか。 

春日 [A]：経営管理ソリューションでは、特に他社製品を扱っており、その契約条件が変更された

ことが背景にあります。監査法人の先生方と話す中で、将来の引当の可能性を、今期に可能な限り

落とすことができると分かりました。今後も多少の影響はあるかもしれませんが、僅少です。大半

は今期に受注損失として落としております。 

磯崎 [Q]：分かりました。2 点目は今期の計画の立て付けについてです。売上高は 7.6％増、営業

利益は 6.4％増という計画ですが、先ほどの不採算案件に係る引当額が 2 億円強だとすると、これ

を足し戻した前期の営業利益はほぼ 50 億円になります。したがって、実質的には前期の 50 億円

弱から今期の 50 億円へと、ほぼ横ばいに見えます。増収にもかかわらず実質営業利益が横ばいと

なる計画を、どのように理解すればよいでしょうか。 

春日 [A]：こちらに関しては、私どもも検討したところです。磯崎さんがおっしゃったように、足

し戻してみるとかなりフラットな状況になります。 

まず、問題を抱えているアバント社を正常軌道に回帰させるには少し時間がかかると見ています。

急速に回復すれば数字も大きく伸びる可能性がありますが、もう一つ、ジール社も少し足踏み状態

にあると考えております。ディーバ社がその分を牽引するものの、それほど大きな伸びはないと見

ておりますので、最終的には、まず着実に達成できる予想値を出そうと考えました。 

大きな数字を出してそこが達成できないのは、市場の参加者の方々から、言っていることと行って

いることが違うと思われかねません。そのため、今期は着実に予想値を達成することを目標に置い

ております。 

磯崎 [Q]：何となく分かりました。ただ、増収にもかかわらず利益が横ばいということは、何らか

の費用が今年増え、利益率が下がるように見えます。その点について、ご説明いただけますか。 
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春日 [A]：アバントグループ単体のコストをかなり見込んでおります。まだ、成果が出なければ申

し上げられないこともありますが、新しい部署を立ち上げ、R&D のようなことにも取り組み始め

ています。また、昨年度から、将来の経営人材や、R&D についても、これまでと異なるスペック

の人材を採用し始めておりますので、そのあたりのコストを見込んでおります。 

磯崎 [Q]：分かりました。最後に、先ほどご説明いただいた、経営管理領域の発散した状態から、

実需に基づく提供へ変えていくという点が、まだ十分に理解できていません。これまでなぜうまく

いかなかったのか、今回の変更によって本当にうまくいくのかを、もう少し分かりやすくご説明い

ただけますか。 

森川 [A]：この領域は、大規模な案件から小規模な案件まであり、テーマも単体の予算管理から、

連結での予算管理まで、非常に幅が広いです。現状はそれぞれ個々に対応していますが、全てに対

応してしまうと、例えば、規模が大きく収益性の高い案件に寄せ切ることができません。また、再

現性が高いことで他社との競争力が強く、案件としての収益性が高いものの比率を上げることが、

コントロールしづらい状況でした。そこのメリハリをつけていくことによって、より高成長・高収

益の案件に集中する方向へ舵を切ろうとしております。 

経営管理は非常に幅が広い一方、ディーバのお客様が求めているのは、やはり連結経営に対する領

域です。例えば、月次で連結予算を把握し、予実管理を行うといったことになります。開示のため

であれば、四半期ごと、開示セグメントごとの連結決算になると思いますが、それをグループ経営

に活かす場合は、マネジメントに必要な単位で連結し、月次のサイクルで行います。また、そこで

集めた情報も、開示だけではなく、ROIC ベースで見るなど、使い方が全く違います。 

こうした情報の収集・処理に関する実需が本当は多くあるのですが、幅広い機会があるため、そこ

に集中せず展開していた側面があります。そのため、これまでお付き合いしてきたお客様の中で、

強い問題意識がありながら当社グループが応え切れなかった領域で、あらためて圧倒的な強みを再

構築していくことを考えています。それによって、他社との差別化が進み、お客様への貢献力も上

がると考えており、そのように整理していくことが大きな方向感になっています。 

磯崎 [Q]：やることが幅広すぎて全てに対応しようとした結果、ぼんやりしてしまったため、既存

のお客様のニーズがあり、強みもあるところを確立し、フォーカスしていくようなイメージでしょ

うか。 

森川 [A]：そうですね。言葉は悪いかもしれませんが、ソリューションとお客様の両方で絞り込み

を行い、そこでより深く貢献価値を高めることが、結果的には成長と収益に大きなインパクトをも

たらす可能性が高いと判断し、そちらに舵を切っております。 
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磯崎 [M]：分かりました。ありがとうございます。以上です。 

森川 [A]：先ほどの 2 点目のご質問について補足します。2027 年 6 月期の計画値が実質横ばいと

なる背景には、内部投資をかなり進めていることがあります。先ほど春日からも言及しましたが、

まず組織力を向上させなければ、今申し上げたお客様への貢献価値を上げていくといったことに対

して、力量のギャップが広がってしまいます。そのため、人的投資をかなり進めております。 

これが実際のトップラインに反映されるまでには、少しタイムラグがあります。そこをあまりアグ

レッシブに予想へ織り込まず、出した計画を確実に達成することを重視し、結果が出てきてから少

しずつ補正する方がよいと判断しました。そのため、かなり積極的に内部投資を進めているとご理

解いただければと思います。 

熊谷 [M]：ご質問のある方は、画面下の挙手ボタンを押してください。 

ほかにご質問がないようですので、以上をもちまして、株式会社アバントグループの 2026 年 6 月

期決算説明会を終了します。 

本日はご参加いただき、ありがとうございました。 

［了］ 

______________ 

脚注 

1. 音声が不明瞭な箇所に付いては[音声不明瞭]と記載 

2. 会話は[Q]は質問、[A]は回答、[M]はそのどちらでもない場合を示す 
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